（様式１－１）

大阪市中央公会堂　指定管理者指定申請書

令和　　年　　月　　日

大阪市長　様

(申請者）

主たる事務所の所在地

法人等の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

大阪市公会堂条例第12条の規定により、大阪市中央公会堂の指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	担当者氏名及び連絡先
	送付先住所：

担当者部署：

担当者氏名：　　　　　　　　　

電話番号：（　　　　）　　　－

Ｅ-mail：


※主たる事務所の所在地とは、登記上の所在地（住所）とする。
（様式１－２）

大阪市中央公会堂　指定管理者指定申請書

令和　　年　　月　　日

大阪市長　様

（申請団体名称）

（代表者）主たる事務所の所在地
法人等の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
法人等の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
法人等の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
法人等の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

大阪市公会堂条例第12条の規定により、大阪市中央公会堂の指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

	担当者氏名及び連絡先
	所属法人等：

送付先住所：

担当者部署：

担当者氏名：　　　　　　　　　

電話番号：（　　　　）　　　－

Ｅ-mail：


※主たる事務所の所在地とは、登記上の所在地（住所）とする。
（様式１－３）
　
連合協定書（参考例）
（目　的）

第１条

　本協定書は、連合体を設立して、「大阪市中央公会堂」（以下「当該施設」という。）の指定管理へ応募し、連合体として指定管理者に指定された場合、協働して当該施設の指定管理業務（以下「当該業務」という。）を円滑に実施することを目的とする。

（名　称）

第２条

　本協定書に基づき設立する連合体の名称は「○○○○」とする。
（所　在）
第３条
　本連合体の所在地は○○市○○区○○町○丁目○番○号
○○株式会社　内とする。
※代表者の主たる営業所に置くこと。

（構成員の所在及び名称）

第４条

	所　在
	名　称

	
	

	
	

	
	


（成立の時期及び解散の時期）

第５条

本連合体は、令和　　年　　月　　日に成立し、当該施設の指定期間満了後、又は指定を取り消された後で別途協議のうえ定める日に終了するものとする。

（代表者）

第６条
本連合体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条
本連合体の代表者は、当該業務の遂行に関し、大阪市と折衝する権限並びに本連合体の名義をもって業務代行料額の請求、受領及び本連合体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（業務運営委員会）

第８条

　本連合体は、構成員にて設ける業務運営委員会にて、当該業務の運営にあたるものとする。
（業務統括責任者）

第９条

　本連合体は、代表者に属する役員又は使用人から、当該業務に関する業務統括責任者を選出し、当該業務に関わる指揮監督権を一任する。

（業務従事者）

第10条

　各構成員の代表者は、業務責任者の下で当該業務に従事する業務責任者及び業務従事者を指名する。

（担当業務）

第11条

　各構成員の担当業務は次のとおりとする。

	　　構成員名称
	担当業務

	
	

	
	

	
	


（権利義務の譲渡の制限）

第12条
各構成員は、本協定書に基づく権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、継承し、又は担保にすることはできない。
（指定管理者決定後の効力）

第13条
本連合体が当該施設の指定管理者に指定された場合、構成員は協議の上、本連合体の運営につき別に詳細を定めるものとする。

（秘密保持）

第14条

　各構成員は、本協定の内容及び本協定を通じて知り得た相手方の秘密情報にについて、相手方の事前の了承なくして第三者に開示、漏えいしてはならないものとする。本条の定めは、本協定終了後も有効に存続し続けるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第15条
この協定書に定めのない事項については、業務運営委員会において定めるものとする。
本協定書の証として本書○通を作成のうえ、各通に各構成員が記名捺印し、○通は各自所持し、１通は大阪市ヘ提出するものとする。
令和　　年　　月　　日

構成員（所在地）

　　　（名　称）

　　　（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成員（所在地）

　　　（名　称）

　　　（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成員（所在地）

　　　（名　称）

　　　（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成員（所在地）

　　　（名　称）

　　　（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（様式２）

大阪市中央公会堂　指定管理者指定申請にかかる誓約書

令和　　年　　月　　日

大阪市長　様

(申請者）

主たる事務所の所在地

法人等の名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

標題の施設について指定管理者指定申請を行うに当たり、次に掲げる事項を誓約します。

１ 私は、標題の施設について指定管理者募集要項に定める申請資格をすべて満たしており、大阪市公会堂条例第13条各号に該当しておらず、添付書類の内容について事実に相違ありません。

２ 私は、大阪市暴力団排除条例施行規則第３条各号に掲げる事項のいずれにも該当しません。

３ 私は、本誓約書及び役員名簿等が大阪市から大阪府警察本部に提供されることに同意します。

４ 私が本誓約書２に該当する事業者であると、大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明した場合には、大阪市が大阪市ホームページ等において、その旨を公表することに同意します。

５ 私が下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等（ただし、契約金額500万円未満のものは除く。）から誓約書を徴し、当該誓約書を大阪市に提出します。

６ 私が使用する下請負人等が、本誓約書２に該当する事業者であると大阪市が大阪府警察本部から通報を受け、又は大阪市の調査により判明し、大阪市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は当該指導に従います。
（様式３－１）

法人等の概要
令和　　年　　月　　日現在　
	名称
	（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	法人等番号
	

	本店所在地

	〒


	申 請 団 体 名
（連合体の場合）
	（フリガナ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	□ 代表者
□ 構成員
(いずれかに○)

	設立年月日
	

	従　業　員　数

	

	資　　本　　金

	

	主な業務内容
	

	免許・登録
	


· 連合体の場合は、構成員ごとに提出すること。
＊申請団体名の記載は正本のみとし、副本には記載しないとともに、他に事業者名表示があれば黒塗りするなどし、申請団体が推定できる記載は行わないでください。
（様式３－２）

指定管理者申請団体役員名簿
令和　　年　　月　　日現在
	団　体　名
（商号又は名称）
	

	本店所在地
	


	役　職　名
	フ　リ　ガ　ナ
	性別
	生年月日
（和暦表記）
	住　　　　　　所
（注：住居表示又は
番地まで記載のこと）

	
	氏　　名
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


留意事項
・この名簿には、法人にあっては代表者のほか非常勤を含む役員及びその経営に事実上参加している者、法人格を有しない団体にあってはその代表者及び経営に事実上参加している者全員について記入してください。
・この名簿により提出いただいた個人情報は、募集要項に規定する欠格条項及び失格条項の該当の有無を確認するための照会に使用することがあり、それ以外の用途としては使用しませんので、あらかじめ御了承ください。
・連合体の場合は、構成員毎に提出してください。
＊申請団体名の記載は正本のみとし、副本には記載しないとともに、他に事業者名表示があれば黒塗りするなどし、申請団体が推定できる記載は行わないでください。

（様式４－２）

障がい者雇入れ計画書

	１　障がい者の雇用計画人数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	２　雇用計画の期間
	雇用予定時期
	人　　数

	
	年　　　月
	人　　　　

	
	年　　　月
	人　　　　

	
	年　　　月
	人　　　　

	３　就業予定場所等
	就業予定場所
	職種名
	人数

	
	
	
	　　　　人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	４　計画を実現するための

具体的な取組
	


　上記のとおり障がい者の雇入れ計画については、確実に実施することとし、雇用後は速やかに報告します。

大阪市長　様

令和　　年　　月　　日

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊申請団体名の記載は正本のみとし、副本には記載しないとともに、他に事業者名表示があれば黒塗りするなどし、申請団体が推定できる記載は行わないでください。
（様式５）

同種施設の運営実績

法人等名称：　　　　　　　　
	施設名
	所在地
	年間利用者数
	施設内容、業務内容
	運営形態

（直営、○○市からの

運営委託など）
	運営期間

	　


	
	
	
	
	年　　月

～　　年　　月

	
	
	
	
	
	年　　月

～　　年　　月

	　
	　
	　
	　
	　
	年　　月

～　　年　　月

	　
	　
	　
	　
	　
	年　　月

～　　年　　月

	　
	　
	　
	　
	　
	年　　月

～　　年　　月

	　
	
	　
	　
	　
	年　　月

～　　年　　月

	　
	　
	　
	　
	　
	年　　月

～　　年　　月

	　
	　
	　
	　
	　
	年　　月

～　　年　　月

	　
	　
	　
	　
	　
	年　　月

～　　年　　月


＊申請団体名の記載は正本のみとし、副本には記載しないとともに、他に事業者名表示がれば黒塗りするなどし、申請団体が推定できる記載は行わないでください。
（様式６）
大阪市中央公会堂の管理運営に関する事業計画書

※事業計画書については本計画書の様式によらないものも可。ただし、項目は守ること。
※申請団体名の記載は正本のみとし、副本には記載しないとともに、他に事業者名表示があれば黒塗りするなどし、申請団体が推定できる記載は行わないでください。
１　施設の管理運営にかかる提案
	(1) 施設の経営管理にかかる基本方針・計画及び重点的な取組等


	(2) 利用者サービス向上策
施設利用受付の手順、利用料金の収受の手順、手順の変更にかかる周知の方法等利用者への配慮等


	(3) 平等利用の確保


	(4) 利用料金の提案
※金額については、原則条例・規則の範囲内で設定すること。（消費税込み）
※利用料金は、条例の定める範囲内で大阪市と協議し、市長の承認を得て指定管理者が定めることができるが、現行の利用料金を変更する場合は、すでに利用料金を納付している者及び予約している者への取扱いや、その他の利用者への周知期間など十分考慮する必要があるので留意すること。



(4)①施設利用料金（原則条例・規則に定める金額の範囲内とする）
	室名
	利用料金

	
	入場料その他これに類する料金を徴収しない場合
	入場料その他これに類する料金を徴収する場合
	日曜日、土曜日及び休日における取扱
	本市主催事業等における取扱

	
	午前
午前9時30分から正午まで
	午後
午後1時から午後5時まで
	夜間
午後6時から午後9時30分まで
	終日
午前9時30分から午後9時30分まで
	超過料金30分までごとに
	
	
	

	全館
	
	
	
	
	
	
	
	

	大集会室
	
	
	
	
	
	
	
	

	中集会室
	
	
	
	
	
	
	
	

	小集会室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第1控室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第2控室
	
	
	
	
	
	
	
	

	大会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第1会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第2会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第3会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第4会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第5会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第6会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第7会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第8会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	第9会議室
	
	
	
	
	
	
	
	

	展示室
	
	
	
	
	
	
	
	

	特別室
	
	
	
	
	
	
	
	


※時間区分等については、指定管理者において変更可能。変更する場合は各区分の時間を明記すること。
※展示室は現在貸室利用を停止しているが、条例に定める全館の１日利用料金には展示室利用料金も含まれるため留意すること。
(4)②付属設備利用料金（原則条例・規則に定める金額の範囲内とする）
	付属設備名称
	単位
	利用料金

	
	
	利用区分（時間的な配分を記入）

	
	
	午前9時30分から正午まで
	午後1時から午後5時まで
	午後6時から午後9時30分まで

	照明設備
	ボーダーライト
	１列
	　
	　
	　

	
	サスペンションライト
	１列
	　
	　
	　

	
	フロントサイドスポットライト
	一式
	　
	　
	　

	
	客席サイドスポットライト
	一式
	　
	　
	　

	
	フロントスポットライト
	１列
	　
	　
	　

	
	トーメンタルタワーライト
	一式
	　
	　
	　

	
	アッパーホリゾントライト
	一式
	　
	　
	　

	
	ロアホリゾントライト
	一式
	　
	　
	　

	
	ピンスポットライトＡ
	１台
	　
	　
	　

	
	ピンスポットライトＢ
	１台
	　
	　
	　

	
	ピンスポットライトＣ
	１台
	　
	　
	　

	
	シーリングライト
	１台
	　
	　
	　

	
	スポットライトＡ
	１台
	　
	　
	　

	
	スポットライトＢ
	１台
	　
	　
	　

	
	パーライト
	１台
	　
	　
	　

	
	エフェクトスポットライト
	１台
	　
	　
	　

	
	ミラーボール
	１台
	　
	　
	　

	
	マルチストロボ
	１台
	　
	　
	　

	
	カラーフィルター
	１枚
	　
	　
	　

	音響設備
	拡声装置Ａ
	一式
	　
	　
	　

	
	拡声装置Ｂ
	一式
	　
	　
	　

	
	拡声装置Ｃ
	一式
	　
	　
	　

	
	拡声装置Ｄ
	一式
	　
	　
	　

	
	録音・再生ワゴン
	１台
	　
	　
	　

	
	マイク
	１台
	　
	　
	　

	
	ワイヤレスマイクＡ
	１台
	　
	　
	　

	
	ワイヤレスマイクＢ
	１台
	　
	　
	　

	
	マイクスタンド
	１台
	　
	　
	　

	
	３点つりマイク
	１台
	　
	　
	　

	
	音場支援装置
	一式
	　
	　
	　

	映写設備　　　
	16ミリ・35ミリ兼用映写機
	１台
	　
	　
	　

	
	16ミリ映写機
	１台
	　
	　
	　

	
	35ミリスライド映写機Ａ
	１台
	　
	　
	　

	
	35ミリスライド映写機Ｂ
	１台
	　
	　
	　

	
	ビデオプロジェクターＡ
	１台
	　
	　
	　

	
	ビデオプロジェクターＢ
	１台
	　
	　
	　

	
	ビデオプロジェクターＣ
	１台
	　
	　
	　

	
	オーバーヘッドプロジェクターＡ
	１台
	　
	　
	　

	
	オーバーヘッドプロジェクターＢ
	１台
	　
	　
	　

	
	レーザーポインター
	１台
	　
	　
	　

	
	テレビ
	１台
	　
	　
	　

	
	ビデオ
	１台
	　
	　
	　

	
	スクリーンＡ
	１台
	　
	　
	　

	
	スクリーンＢ
	１台
	　
	　
	　

	その他設備
	グランドピアノＡ
	１台
	　
	　
	　

	
	グランドピアノＢ
	１台
	　
	　
	　

	
	グランドピアノＣ
	１台
	　
	　
	　

	
	アップライトピアノ
	１台
	　
	　
	　

	
	迫り舞台
	１台
	　
	　
	　

	
	音響反射板
	一式
	　
	　
	　

	
	所作台
	一式
	　
	　
	　

	
	平台
	１枚
	　
	　
	　

	
	箱足
	１個
	　
	　
	　

	
	開き足
	１脚
	　
	　
	　

	
	指揮台（譜面台付）
	一式
	　
	　
	　

	
	譜面台
	１台
	　
	　
	　

	
	譜面灯
	１台
	　
	　
	　

	
	金びょうぶ
	１双
	　
	　
	　

	
	緋ひ毛せん
	１枚
	　
	　
	　

	
	高座用座布団
	１枚
	　
	　
	　

	
	演台
	１台
	　
	　
	　

	
	司会台
	１台
	　
	　
	　

	
	花台
	１台
	　
	　
	　

	
	プログラムめくり台
	１台
	　
	　
	　

	
	長机
	１脚
	　
	　
	　

	
	コントラバスいす
	１脚
	　
	　
	　

	
	いす
	１脚
	　
	　
	　

	
	展示板（フック付き）
	１枚
	　
	　
	　

	
	冷蔵ケース
	１台
	　
	　
	　

	
	コールドワゴン
	１台
	　
	　
	　

	
	ホットワゴン
	１台
	　
	　
	　

	
	電源使用料
	定格消費電力１ＫＷまでごとに
	　


※時間区分等については、指定管理者において変更可能。変更する場合は各区分の時間を明記すること。
	(5) 舞台等操作業務に関する提案
使用者の便宜に供するために指定管理者が提供する役務等への対価（条例・規則に掲げるもの以外に使用者が負担する経費等）として、ホール等における舞台・照明・音響等操作技術者にかかる経費を設定することができる。次に示す事項を含め詳細に記載すること。
　　・基本人員体制とその根拠及び料金
　　・人員を追加する場合の根拠及び料金
　　・料金が発生しない場合の基準
・使用時間区分ごと及び区分を連続して使用する場合の料金
　　・音響、照明、舞台設備ごとの対応人員とその根拠
　　・予定時間を超過した場合の対応
・前日仕込み、リハーサルなどへの対応
　　・キャンセルへの対応


	(6) 個人情報保護の取扱い及び情報公開の取扱い
(7) 人員の配置計画
募集要項に定める最低配置人員（館長、副館長等）をはじめ、配置する各役職について、人数、雇用形態などについて記載すること。


	(8) 職員ローテーション（週間ベース）
募集要項に定める最低配置人員数を満たすよう、各職員の勤務時間・雇用形態等を詳細に記載すること。


	(9) 高齢者や障がい者の雇用方針


	(10) 人員の確保の方法


	(11) 配置する職員に対する研修計画


	(12) 災害や事故発生時の連絡体制などの危機管理対策
事故防止などの安全対策、災害や事故発生時の連絡体制などに対する基本的な考え方と実施計画を記載すること。
①事故防止などの安全対策
②災害や事故発生時の連絡体制



２　施設の情報発信及び集客・利用促進業務にかかる提案
	(1) 集客・利用促進にかかる具体的施策
全国的又は国際的な、水準の高い芸術文化の催し、学会、講演会等大阪の都市魅力の創造・発信に資する催しの誘致にかかる具体的方策や、国際的な催事誘致に必要な多言語化等の取組を含むこと。


	(2) 利用者の満足度の把握や施設管理への反映


	(3)　戦略的・効果的な広報の具体的取組



３　魅力向上事業にかかる提案
	(1) 東側鉄扉等の開放・館内ガイド


	(2) 展示室の展示替等


	(3) スーベニアショップの運営方針
店のコンセプト、取扱商品、価格、従業員計画、営業時間等について記載すること。



４　施設の自主事業にかかる提案
	提案するすべての自主事業について、事業名・目的・内容・実施時期・回数・来場予定者数などを記載すること。収支計画は様式７に別に記載すること。



５　施設の有効利用にかかる提案
	中之島エリアの文化・学術機能の向上に寄与する周辺の公共文化施設との協力・連携策について、具体的に記載すること。



６　社会的責任・市の施策との整合について
	(1)　環境への取組み
(2)　就職困難者等の雇用への取組み
（各種就労支援事業を活用して過去に雇用した人数等）
就労支援事業名
雇用実績者数
　大阪市地域就労支援センター
　　　　　　　　名
　大阪市障がい者就業・生活支援センター
　　　　　　　　名
　大阪市ひとり親家庭等就業・自立支援センター
　　　　　　　　名
　大阪市自立支援センター
　　　　　　　　名
その他就職困難者等の就労支援の取組み等
(3)　個人情報保護など人権に関する取組み



７　業務の一部について第三者委託を予定している場合はその業務と委託予定先を記載すること。
	委託予定業務
	委託予定先名称・所在地

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


＊事業者名の記載は正本のみとし、副本には記載しないとともに、黒塗りするなどし、事業者が推定できる記載は行わないでください。
（様式８）
大阪市中央公会堂　指定管理者指定申請　事前説明会参加申込書
令和　　年　　月　　日
大阪市経済戦略局
文化部文化課　宛
次のとおり、説明会への参加を申し込みます。
	（フリガナ）
法人等の名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	法人等の
所 在 地
	〒　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
TEL：　　　　　　　　　　FAX：　　　　　　　　　　　

	部署･役職
参加者氏名(フリガナ)①
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	部署･役職
参加者氏名(フリガナ)②
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	部署･役職
参加者氏名(フリガナ)③
	


※参加は１法人等につき３名まで。
	連　　絡　　先

	担当者名
	
	部署名
	

	電　話
	
	ＦＡＸ
	

	Ｅ-mail
	


※持参、ＦＡＸ（06-6469-3897）又はＥ-mail（bunkashitei@city.osaka.lg.jp）で提出すること
※ＦＡＸ、Ｅ-mailで送信する場合は、件名を「中央公会堂指定管理説明会参加申込」とし、送信後、電話で大阪市の受信状況を確認すること。
                              （様式９）
大阪市中央公会堂 指定管理者指定申請に関する質問票
令和　　年　　月　　日
大阪市経済戦略局
文化部文化課（中央公会堂担当）　宛　
	法人等名称
	

	※要項、仕様書等資料のどの部分に関する質問なのかが明確になるように記載して
ください。簡潔に記載してください。
（例）要項Ｐ〇〇　８(２)××の△△について、・・・


	担当者氏名
及び連絡先

	部署名：
担当者：
電　話：　　　（　　　　）
Ｅ-mail：


※質問事項は、簡潔に要点のみを記載すること。記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。
※持参、ＦＡＸ（06-6469-3897）又はＥ-mail（bunkashitei@city.osaka.lg.jp）で提出すること。
※ＦＡＸ、Ｅ-mailで送信する場合は、件名を「中央公会堂指定管理質問」とし、送信後、電話で大阪市の受信状況を確認すること。
